
 

 

れは労使双方にとってメリ

ットです。また、訴訟による

よりも解決のための費用が

安く収まるのは、会社にとっ

てメリットです。 

トラブルは、大事（おおご

と）になる前に対処するのが

大事（だいじ）です。 

◆令和元年度の状況 

厚生労働省がまとめた令

和元年度の状況では、「労働

相談」（総合労働相談）件数

は、12 年連続で 100 万件を

超えて、高止まりしていま

す。このうち、労働条件その

他の労働関係に関する事項

のトラブル相談（労働基準法

違反の疑いがある内容以外

の民事上の個別労働紛争相

談）は約 28 万件となってい

ます。 

そして近年、「民事上の個

別労働紛争相談」、「助言・指

導」、「あっせん」のいずれに

ついても、「いじめ・嫌がら

せ」に関する内容が、過去６

年以上、相談件数のトップと

なっていることが特徴とな

っています。 

◆パワハラ防止法の施行 

こうした情勢を背景に、職

場のパワハラが問題となっ

ており、今年６月にはパワハ

ラ防止法（労働施策総合推進

法）が施行され、企業にはパ

ワハラを防止するための措

置（就業規則や服務規律への

企業の方針の明確化、相談窓

口の設置、研修の実施、当事

者のプライバシー保護等）が

義務付けられました。中小企

業については、2022 年 3 月

31 日までの努力義務期間を

設けたうえで、2022 年 4 月

1 日から適用されます。 

「あの会社でパワハラを

受けた」といったことが、口

コミや SNS 等で広まってし

まうと（その真偽はさてお

き）、企業にとっては人材採

用や経営の面で悪影響があ

ります。労使トラブルの芽は

小さいうちに解決するよう

にしたいですね。 

【厚生労働省「令和元年度個

別労働紛争解決制度の施行

状況」】 

https://www.mhlw.go.jp/con

tent/11201250/000643973.p
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７月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 
10 日 

○ 健保・厚年の報酬月額算定

基礎届の提出期限［年金事

務所または健保組合］ 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額

の納付＜１月～６月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出［公共職業安定

所］＜前月以降に採用した

労働者がいる場合＞ 

○ 労働保険料の納付＜延納

第１期分＞［郵便局または

銀行］ 

15 日 

○ 所得税予定納税額の減額

承認申請＜6 月 30 日の現

況＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況報

告書の提出［公共職業安定

所］ 

31 日 

○ 所得税予定納税額の納付

＜第１期分＞［郵便局また

は銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出

［労働基準監督署］＜休業

４日未満、４月～６月分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌

月末日＞［公共職業安定

所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の

納付＜第２期＞［郵便局ま

たは銀行］ 

※都・市町村によっては異

なる月の場合がある。 

（30 件）、「道路貨物運送業」

（29 件）と続きました。年齢

別では、請求件数は「40～49

歳」639 件、「30～39 歳」509

件、「20～29 歳」432 件、支

給決定件数は「40～49 歳」

170 件、「30～39 歳」132 件、

「20～29 歳」116 件の順に多

くなっています。 

◆パワハラ法制化による労

災認定基準の改正 

令和 2 年 5 月 29 日付けで

精神障害の労災認定の基準

が改正され、具体的出来事等

に「パワーハラスメント」が

追加されました。労災認定基

準にパワハラの類型が新設

されたことで、より早期にパ

ワハラの問題が認識される

ことになります。会社にとっ

ては、一層パワハラ問題も意

識した対策が必要になって

くるでしょう。 

◆新型コロナウイルス感染

症の影響 

また、現在新型コロナウイ

ルスの流行により、治療に当

たる医療関係者はじめエッ

センシャルワーカー等のメ

ンタルヘルスの問題がたび

たび話題に上っています。新

型コロナウイルス感染症に

よる働き方や環境の変化に

伴い業務過多が生じ、結果的

に長時間労働に陥ってしま

うというようなケースもあ

ります。 

今後、様々な変化を踏ま

え、企業としても労災が起き

ないような環境づくりに取

り組んでいきたいところで

す。 

 

職場のトラブル相談 

「いじめ・嫌がらせ」が

トップ 

◆個別労働紛争解決制度と

は 

個別労働紛争解決制度は、

職場の労使トラブルの当事

者が利用できる、３つのトラ

ブル解決方法（労働相談、助

言・指導、あっせん）のこと

です。労働相談は全国にある

総合労働相談コーナー（労働

局・労働基準監督署に設置）

で受け付けており、助言・指

導は労働局長によるもの、あ

っせんは紛争調整委員会に

よるものとなります。 

主に労働者側からの利用

になりますが、使用者側から

の利用も可能で、費用は無料

です。 

個別労働紛争解決制度に

よると、訴訟による方法より

もトラブル解決までの期間

が短いという傾向があり、こ

精神障害の労災が最多に 

～令和元年度「過労死等

の労災補償状況」より 

◆仕事が原因で精神疾患 

労災申請・認定ともに最多 

令和元年度の「過労死等の

労災補償状況」が公表されま

した。厚生労働省は、過重な

仕事が原因で発症した脳・心

臓疾患や、仕事による強いス

トレスが原因で発病した精

神障害の状況について、平成

14 年から、労災請求件数や労

災保険給付を決定した支給

決定件数などを年１回、取り

まとめています。 

本調査によれば、仕事が原

因で精神疾患にかかり令和

元年度（2019 年度）に労災申

請したのは 2,060 件、支給決

定件数は 509 件となり、いず

れも統計開始以降最多でし

た。 

◆業種別では「医療・福祉」

が最多 

請求件数でみると、業種別

（大分類）では、「医療、福

祉」426 件、「製造業」352

件、「卸売業、小売業」279 件

の順に多くなっており、支給

決定件数でみると、業種別

（中分類）では、「社会保険・

社会福祉・介護事業」が 48 件

と最も多く、次いで「医療業」
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